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戦後京都市における「住所不定者」対策と更生施設
──昭和 30 年代の「浮浪者」と「京都市中央保護所」を中心に
























































なるが、京都市民生局では 1979 年 3 月発行の『生活保護の概況』まで浮浪者と記していたが、















1960 年「山谷第 1次暴動」、1961 年「釜ヶ崎第 1次暴動」以降、国が寄せ場対策に介入するよ
うになり、日雇労働力の供給基地として「健全な労働市場」の育成・整備が進められていく。
全国の主な寄せ場は「全国主要青空労働市場地区」に位置付けられ、中でも東京・山谷、大阪






















たとされる（川原 2005 : 208）。一方、京都では 1984 年頃まで京都駅や観光地を中心に「狩り
込み」による浮浪者取り締まりは断続的に行われている。その背景には京都の観光都市として












存施設への委託を行った（京都府立総合資料館 1971 : 256-257）。







る」と定めた（京都市市政史編さん委員会 2006 : 504）。
旧生活保護法実施に伴い、1946 年 10 月「京都市中央収容所」は「京都市中央保護所」（以
下、中央保護所又は保護所とする）に改名され、京都市直営方式による運営となった。中央保
護所は 1950 年の新生活保護法施行、1951 年の社会福祉事業法施行により生活保護法の更生施
設に位置付けられ、成人男女の浮浪者等の一時収容施設（定員 150 名）として運営された。中
央保護所の収容者数は 1947 年の 24,506 人（延人数）を最高に、年間 16,000～24,000 人を収容




浪者が確認されている。京都府警本部『犯罪統計書』（昭和 34 年）では 1958 年度の浮浪者数













表 1 新聞に掲載された主な「浮浪者」一斉取り締まり（1953～1965 年）
実施日 実施場所 取り締まり人数 掲載紙・掲載日
1953.9.17 京都駅前付近 男 38 人・女 14 人 毎日 S 28.9.18 朝刊
1954.10.15 京都駅前・東本願寺付近 男 41 人・女 6人（うち 20 送検） 朝日 S 29.10.16 朝刊
1954.12.15 京都駅 男 27 人・女 7人 京都 S 29.12.16
1955.7.8 京都駅前 52 人 都新聞 S 30.7.10
1955.10.10 京都駅・東本願寺付近 24 人（うち逮捕 2） 都新聞 S 30.10.11
1956.10.17 京都市全域・福知山市 71 人（逮捕 5・中保 44・釈放 22） 京都 S 31.10.17 夕刊
1957.12.20 京都駅 男 24 人・女 5人（中央保護所収容 29） 京都 S 32.12.20 夕刊
1958.7 実施日・場所不明 61 人（うち 13 を送検） 京都 S 33.9.14 朝刊
1960.12.14 京都駅 27 人（逮捕 4・中央保護所移送 23） 夕刊京都 S 35.12.14
1962.4.5 京都駅 男 53 人・女 6人（逮捕 6・中保 36・釈放 17） 京都 S 37.4.5 夕刊
1962.10.13 京都駅 男 40 人・女 2 人・少年 1 人（逮捕 4・中保 21） 京都 S 37.10.13 夕刊
1962.12.6 京都駅 男 36 人・女 3人（逮捕 3・連行 6・中保27） 京都 S 37.12.6 夕刊
1962.12.18 京都駅 17 人（逮捕 4・中央保護所 13） 京都 S 37.12.18
1963.2.27 京都駅 37 人（逮捕 2・中保 11・訓戒 24） 京都 S 38.2.27 夕刊
1963.3.29 京都駅 男 27 人・女 3人（うち逮捕 2） 京都 S 38.3.29 夕刊
1963.4.12 円山公園、三条大橋一帯 12 人（逮捕 2・中央保護所収容 10） 京都 S 38.4.12 夕刊
1963.5.23 京都駅 男 30 人・女 3人 京都 S 38.5.23
1963.7.10 京都駅 25 人（同年 5回目の取締り。逮捕 5・中保 8・精神病院 2・説諭 10）
京都 S 38.7.11 夕刊
夕刊京都 S 38.7.11
1963.7.25 円山公園、三条大橋一帯 23 人 京都 S 38.7.25 夕刊
1963.9.18 京都駅 男 48 人・女 5人（うち逮捕 3） 京都 S 38.9.18 夕刊
1963.10.18 京都駅 男 41 人・女 5人（うち逮捕 8） 京都 S 38.10.18 夕刊
1963.12.18 京都駅 16 人（うち逮捕 2） 京都 S 38.12.18 夕刊
1964.2.20 京都駅 14 人（うち逮捕 3） 京都 S 39.2.20 夕刊
1965.7.14 京都駅 21 人 京都 S 40.7.14 夕刊
1965.7.20 私鉄高架下、寺境内 32 人（うち送検 5） 毎日 S 40.7.20 京都版








り締まりが 5回（3・5・10・11・12 月）実施され、逮捕者延べ 14 人、警告者延べ 63 人に上
った。この年は京都で国際伝統工芸博が開催され、博覧会にあわせて皇室関係者の入洛が続い











心とするバタヤの集落が地区内に混入して来た」と指摘している（京都市民生局 1953 : 9）。
京都駅裏バラック集落は昭和 30 年代前半に最も膨張し、東側の鴨川の河川敷にまで拡大し
た。京都市住宅対策本部『国鉄沿線南部バラック集落の実態調査』（1958 年）によると 1957
年には京都駅裏のバラック集落は 615 世帯・1,849 人に増加している7）。当時の状況について
馬原鉄男は「家出人や浮浪者を一時保護するところの警察署も、一夜明けるとなにがしかの金
をあたえて駅裏に送り込む」ことが常識になっていると述べ、浮浪者の送り込みによってバラ
ック集落全体が「隠れた民間の保護厚生施設」であると指摘した（馬原 1959 : 39）8）。








京都市は 1953 年 2 月に「僅少の宿泊費にて一時的に利用せしめ収入の増加を得さすと共に
之が生活指導」を行うことを目的に、中央保護所内に社会福祉事業法第 2種社会福祉事業の宿
泊所「京都市簡易宿泊所」（定員 50 名）を開設する。また 1957 年には京都駅裏バラック集落

























的とした施設であることを明確にした（社会福祉施設研究会 1957 : 18）。
また、第二種更生施設についても「その沿革において浮浪者収容を目的としたため…必ずし
も生活扶助を目的とした本来的なもののみであるとは云いがたく、単に簡易宿泊所的なものも






上 1957 : 119）。第二種更生施設は「自立更生」可能な稼働年齢層の浮浪者を選別収容する施設
として再編が図られた。
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更生施設の再編整備が行われた昭和 30 年頃以降、救護施設など他施設転換が進み、更生施
設は減少していく。更生施設は 1953 年には全国に 106 施設あったが、1967 年には 24 施設ま
で減少した【表 2】。その後、1966 年 7 月 1 日に「救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提
供施設の設備及び運営に関する基準」（厚生省令第 18 号）によって保護施設の最低基準が設定






















（注 1）昭和 46 年以前は、各年 12 月 31 日現在。昭和 47 年以降は各年 10 月 1 日現在。
（注 2）医療保護施設の昭和 32～34 年は「医療施設調査」による。各年 12 月 31 日現在。昭和 47 年以降は
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同年 9月、京都府警は市内各警察署長宛て文書「浮浪者等要保護者の取扱について」（1957


















昭和 30 年代、中央保護所の入所者数は【表 3】のように推移した。1957 年の入所者は 1万




1959 年 4 月 24 日の『京都新聞』は昭和 33 年度の中央保護所収容者のうち 2294 人の入所理
由、学歴、平均収容日数、出身地、精神疾患などの実態を詳しく報じている。その主な内容
は、①収容者の最終学歴は新制中学卒業以下が 1,775 人で 77.4％を占め、そのうち不就学者が
300 人に上ること。②中央保護所の平均収容日数は 4日間（昭和 32 年度は 8日）。③京都府・
市の地元出身者が 219 人で最も多く、大阪、東京、兵庫、愛知、鹿児島県の出身者が 100 名を







ていたが、退所者の大半は移送による他地域への送り出しであった。1959 年 8 月 20 日の『京





1960 年 4 月 7 日の『京都日出新聞』は、1959 年に保護所に一時収容された浮浪者 1420 名の





























者はわずか 0.1％であった（『京都新聞』1955 年 6 月 2 日）。そうしたなか保護所の名物所長と


































２） 杉本弘幸は 1950 年代の京都の失対労働者の実態について「京都の失対労働者の大半は地元の人々で，
他地域からの新規流入者は少なく，徐々に高齢者，女性，マイノリティが中心を占めていく」と述べ，
京都市は他地域からの失業者等の流入は少ないと指摘している（杉本 2008 : 128）．但し，失対労働者の
全国的傾向として地元出身者が多いと指摘されている．全日自労の調査では失対労働者の多くは地域住
民として失対就労前から地元で生活していた（浜岡 1979 : 298）．失対は民間日雇に比べ賃金水準が低
く，就労日数も少ないため，失対で生計を維持するためには家賃支払いの必要のない持ち家であること
も必要条件のひとつであったと考えられる．




４） 1957 年 1 月 22 日の『京都新聞』には「七条署では昨年，随時の狩込みのほか七回の大掛かりなルンペ
ン取締りを行い，延 1,097 人の浮浪者を軽犯罪法違反で検挙した」と報道している．記事では 1956 年は
大掛かりな狩り込みを 7回行ったとしているが，掲載を確認できた狩り込みは 2回のみであった【表
1】．
５） 軽犯罪法第 1条 4号（浮浪の罪）「生計の途がないのに，働く能力がありながら職業に就く意思を有せ










しやすい」ことなどを指摘している（京都市住宅対策本部 1958 : 2-3）．『京都市統計年鑑（昭和 29 年度
版）』には下京地区に簡易旅館が 52 軒あると記載している（227）．
８） 1955 年 9 月 14 日の『産経新聞』『朝日新聞』『京都新聞』など各紙は、東本願寺前に寝泊りしていた浮
浪者が立ち退きに応じ「解散式」が開かれ，中央保護所へ収容される予定と伝えている．
９） 昭和 31 年 10 月『京都市会第 6回定例会会議録』160．
10）1956 年 11 月 6 日「京都市中央保護所条例」改正と同時に「京都市簡易宿泊所条例」を定め，「京都市簡
易宿泊所」を中央保護所から分離，新たに「京都市中央簡易宿泊所」として独立させた．あわせて簡易
宿泊所「山王簡易宿泊所」を南区東九条岩本町に開設した．1956 年 5 月 5 日『京都新聞』は，京都市中
央簡易宿泊所の 1955 年 4 月～56 年 3 月末の年間宿泊者（延べ 21,878 人）の 7割は日雇労働者と報じて
いる．





13）1957 年 2 月 12 日の毎日新聞には「売春防止に一役 中央保護所－府婦人相談所とタイアップ」の見出
しで，売春防止法の施行に中央保護所と婦人相談所の連携を強化していくことを報じている．
































本稿は JSPS 科研費 26380807 平成 26 年度～29 年度「緊急一時宿泊事業（シェルター事業）
の実態と支援に関する総合的研究」（研究代表者 加美嘉史）における研究成果の一部である。
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